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１　最近の野菜の消費動向の現状と課題
野菜の消費量は、近年減少傾向で推移し
ており、平成27年度は前年よりわずかに
減少して１人１年当たり91キログラム（概
算値）となり、20年前に比べて10キログ
ラム以上減少しています（図１）。
世代別の野菜摂取量を見ると、すべての
年代で「21世紀における国民健康づくり
運動（健康日本21、厚生労働省）」で示さ
れた摂取目標量（１日当たり350グラム）
に達しておらず、特に20歳代～ 30歳代で
不足が目立っています（図２）。

近年の野菜の消費動向を見ると、単身世帯
の増加や、ライフスタイルの多様化が進展す
る中で、下ごしらえや調理にあまり時間のか
からないサラダや炒め物などの料理に向くレ
タスやキャベツといった品目の購入量が多く
なるほか、サラダ購入金額は増加傾向で推
移するなど、野菜を使った料理の内容が変
化しています（図３）。また、１日当たり野
菜摂取量について、摂取目標量350グラム
（１皿70グラムで５皿分）以上を適量と認
識している人は２割以下となっており、適
量の認識は大きく乖

かい

離
り

しています（図４）。
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図１　野菜消費量の推移 図２　世代別野菜摂取量

図３　サラダの購入金額の推移
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資料：農林水産省「食料需給表」
　注：平成27年度は概算 資料：厚生労働省「平成26年国民健康・栄養調査」

資料：総務省「家計調査」（農林漁家世帯を除く２人以上の世帯）
　　　ただし、総務省「消費者物価指数（平成22年基準）」のサラダの指数により算出した
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２�　米国における野菜の消費と消費拡大対
策の推進
米国における野菜消費量は、昭和55年
ごろから増加傾向で推移し、平成２年以降
は、わが国の野菜消費量を上回って推移し
ていますが、近年は、減少傾向に転じてい
ます（図５）。
米国における野菜消費量の増加理由とし
ては、①昭和50年代後半から「マクガバ
ンレポート（注）」を踏まえた栄養政策の推進、
②民間団体などによる「ファイブ・ア・デ
イ運動」の積極的な推進、③カット野菜な
どの利便性の高い商品の普及及びコールド
チェーンの確立、④不断の官民一体での普

及推進政策の推進が挙げられます（図６）。

注：昭和52年にアメリカの「栄養と所要量に関
する上院特別委員会」で報告された「米国の
食事目標」

図４　野菜摂取量の適量の認識
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　※１皿70ｇとして調査。５皿で１日摂取目標量350ｇ。

資料：一般社団法人ファイブ・ア・デイ協会「野菜・果物を取り巻く生活者の消費動向（３万人アンケート）」（平成24年３月）
　注：20歳以上の男女約３万人を対象にしたアンケート調査の結果

図６　米国において野菜消費量が増加した理由

①昭和55年ごろから「マクガバンレポート」を踏まえた栄養政策の推進 
 
②民間団体等による「ファイブ・ア・デイ運動」の積極的な推進 
・  ドール等の大企業のほか、全米スーパー35,000店の参加等 
   （民間企業による野菜等の現物寄贈等：4,600万ドル（52億円）※） 

※ 1992～2001年の総額（推定） 
円換算の基準は1ドル＝113円（平成4～13年の平均） 

 
③カット野菜等の利便性の高い商品の普及及びコールドチェーン 
   の確立等 
・  生鮮野菜の生産量の増加、カット野菜の鮮度保持技術の向上 
による流通システムの改善 

 
④不断の官民一体での普及推進政策の推進 
・  野菜の消費拡大に向けた栄養教育等の取組 

  「ファイブ・ア・デイ」→ 「フード・ピラミッド」→ 「米国民のための 
食生活指針」→ 「マイ・ピラミッド」→「マイ・プレート」（平成23年）  
※ マイ・プレートの普及メッセージ：「お皿の半分を果実及び野菜に」 

・  オバマ大統領夫人が主導する「Let’s move!」の展開（平成22年～） 
※ 子どもの肥満防止キャンペーン：「サラダバーを学校に」等 

 

資料：（財）中央果実基金（現（公財）中央果実協会）「海外果樹農業ニュースレター」（平成23年８月）
　　　（独）農畜産業振興機構「米国の野菜消費拡大事業について」（平成27年８月）

図５　�日米における１人１年当たりの野菜
消費量の推移
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資料：ＦＡＯＳＴＡＴ
　注：�国民１人・１年当たり供給粗食料の数値であり、図１の「野

菜消費量の推移」の数値とは異なる。
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３�　わが国における野菜の消費拡大対策の
推進
これまで、①企業での啓発セミナーの開
催や、量販店の店頭などを活用した食育体
験活動など、働き盛り世代や児童などの野
菜摂取量の少ない世代を対象とした野菜摂
取拡大活動、②料理、調理特性などの産地
側からの情報発信を通じた、食育と一体的
な野菜の消費拡大対策を実施しています
（図７）。
また、量販店などで食品表示基準に基づ
く表示やポップ、ポスターなどを活用し
て、消費者が求める野菜の栄養成分などの

情報提供を推進しています。
さらに、日本の食への関心が高まる中、
学校給食に郷土料理を導入するなど、食文
化に根差した活動や全国的な情報発信によ
り、学校給食などへの利用拡大を推進して
います。
今後は、民間団体などと連携して上記の
取り組みを引き続き推進するとともに、国
産野菜の新たな需要を創出するため、外
食・加工業者などが実施する国産野菜を使
用した新商品の開発などの支援などを行
い、野菜の消費拡大を図っていきます。

図７　野菜の消費拡大対策

○店頭でのポップ

食育と連携した消費拡大の取組 
 

① 働き盛り世代をターゲッ
トとした野菜摂取拡大
活動の推進 

 
 企業の保健指導や福利 
厚生部門と連携し、啓発 
セミナーの開催、社員食 
堂のメニュー開発等の取 
組を支援 

 
 
 
 
 

 

② 児童等を対象とした 
  食育体験活動等の 
  推進 

 
量販店の店頭や教育の場
等を活用し、 野菜の基礎知
識や食と健康の大切さへの
理解を深める取組を推進 
 
 
 
 
 

 

③ 量販店、外食・小売
業での情報提供の推
進 

 
品目ごとに品種の特徴や
調理特性、料理レシピ等の
情報提供を行い、 
国産野菜をアピールすると
ともに摂取拡大を啓発 
 
 
 
 
 
 

① 健康づくりを意識 
する企業が増加 

 
野菜摂取量が少ない働き
盛り世代への食生活改善の
意識付けと摂取機会の拡大
が必要 

 

栄養素、機能性成分 
等の情報発信の推進 

 
 

 食品表示基準に基づく表示 
   やポップ、ポスター等の活用 
により、野菜の栄養素等を 
分かりやすく情報発信 

 
 
 
 
 
 

「健康」へのニーズに対応 
した栄養素等の情報発信 

 
８割以上の消費者が、野菜 

   摂取に「含まれる栄養成分の 
   多少」が影響すると回答 

 

  伝統的な食文化 等 
  と結び付けた野菜 
  の利用促進 

 
産地、栄養士等が連携し、
学校給食に郷土料理を導入
する取組等を通じ、地場産野
菜の利用拡大を推進 
 
 
 

日本食・食文化の魅力 
発信と併せた消費拡大 

 

 日本の食への関心が高ま 
る中、地域の食文化や野 
菜の魅力を再発見し、消費 
拡大につなげることが重要 

② 若年層における 
摂取不足が顕著 

 
野菜の好き嫌いがある
子どもが多く、「バランスの
とれた食生活」の観点から
も課題 

③ 産地からの情報が
求められている 

 
 煮物向き、サラダ向 
  きといった料理用途 
  別品種などの情報を 
  望む声が多い 




